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１．令和４年度北海道支部保険者機能強化に向けた事業案の骨子について



■ 第５期保険者機能強化アクションプランは令和３年度から令和５年度末までの３年間の中期計画であり、令和４年度は第５

期保険者機能強化アクションプランの２年度目となる。

■ 第５期保険者機能強化アクションプランにおいては、協会けんぽの基本理念である「加入者の皆様の健康増進を図るととも

に、良質かつ効率的な医療が享受できるようにし、もって加入者及び事業主の皆様の利益の実現を図る」をこれまで以上に追

求していくとされている。

■ このため、事業計画に付随する令和４年度北海道支部保険者機能強化に向けた事業案には、基本理念を踏まえ計画した本年

度の取組について、これまでの実施結果に基づき、所要の改善・発展を図ったうえで次年度も継続実施するほか、加入者の健

康寿命の延伸や医療費適正化に繋がる新たな事業の企画立案を図ることとする。

■ 本日は、令和３年度保険者機能強化に向けた事業に計上した取組のうち、次年度も継続することを予定して

いる取組について、現時点の進捗状況のほか、健康寿命の延伸や医療費適正化に資すると考えられる新規事業

案と、令和３年度における他支部の主な取組に関してご説明いたします。

■ 引き続き、「事業主・被保険者・学識経験者」それぞれのお立場でのご意見を十分に踏まえた効果的な事業

を展開したいことから、評議員の皆様には、

① 次年度も継続を予定している取組について、改善等が必要と考えられる事項

② 健康寿命の延伸や医療費適正化に繋がると考えられる新たな取組に関する事項

を中心に、ご意見をいただきたく存じます。

■ 本日いただいたご意見と、今後協会けんぽ本部から示される予算額を踏まえ、令和４年度保険者機能強化に

向けた事業案の詳細を確定し、あらためて10月下旬開催予定の評議会で審議いただく予定としております。

北海道支部方針

本日の論点
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令和４年度北海道支部保険者機能強化に向けた事業案の骨子について



２．保険者機能強化に向けた事業に要する予算の概要
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保険者機能強化予算の概要

【概要】

● 協会においては、支部毎の加入者数や総報酬に応じた予算が本部より支部に措置されており、支部はその予算枠の中で事

業を実施している。

● これまでの支部の予算は、以下に大別できる。

① 事務室の賃料や審査医師への謝金等、支部の基本的な業務に必要な予算 （基礎的業務予算）

② 地域の実情等を踏まえた取組（医療費適正化対策、広報や意見発信、一部の保健事業等）を推進する

ために必要な予算 （医療費適正化等予算）

③ 保健事業における重点的な取組等に対し、措置してきた予算 （保健事業予算）

5

令和３年度

支部の基本的な業務

（注）図中の金額は、現時点で本部から令和４年度予算枠が示されていないため、令和３年度における支部予算額を仮置したもの。

約１億6800万円

【予算体系のイメージ】

①基礎的業務予算

保険者機能強化予算

医療費適正化対策や
広報・意見発信等

データヘルスや受診
勧奨、重症化予防等

約3,000万円

約２億0,000万円

②医療費適正化等予算

③保健事業予算



３．令和３年度実施事業の概要及び進捗状況
（令和４年度も継続実施を予定している事業）

6



■ 事業一覧及び直近５年間の推移
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N O 事 業 名 H29 H30 R1 R2 R3 ページ

1
WEB広告を活用した「上手な医療のかかり方」、「インセンティブ
制度」の周知 ● ● ● ● 8

2 若年層をメインターゲットとした広報（マンガ、Twitter等の活用） ● ● 8

3 事業主をメインターゲットとした広報（新聞広告等の活用） ● ● ● ● ● 11

4 お薬手帳普及啓発に関する個別通知の送付 ● ● 13

5 適正受診等にかかる個別通知の送付 ● ● 16

6 糖尿病治療者に対する歯科受診勧奨 ● ● 16

7 被扶養者を対象とした集団健診の実施 ● ● ● ● ● 19

8 未治療者に対する受診勧奨（重症化予防） ● ● ● ● ● 22

9 事業所カルテを活用した宣言勧奨 ● ● ● 23

10 行政等との連名による宣言勧奨 ● ● ● 23

11 健康づくりに関する取組事例集の作成 ● ● ● ● 26

12 健康経営セミナーの開催 ● ● ● 26

13 リスクスコアを活用した喫煙者に対する個別通知の送付 ● ● ● 28

14 医師による簡易禁煙指導
●

※１機関によ
る

モデル実施

● ● ● 28

15 社員のための禁煙推進セミナーの開催 ● ● 28

令和４年度も継続実施を予定している事業



事業名及び事業概要 令和３年度予算額

１．WEB広告を活用した「上手な医療のかかり方」、「インセンティブ制度」の周知
（平成30年10月～）
上手な医療のかかり方（コンビニ受診及びハシゴ受診の防止、かかりつけ医及びかかりつけ薬局の推

奨）及びインセンティブ制度の周知広報を実施する。

3,080千円

２．若年層をメインターゲットとした広報（マンガ、Twitter等）（令和２年10月～）
当支部が発信している情報について、特に認知率が低い若年層や被扶養者等へ広く情報を届けること

を目的に、マンガやTwitterを活用した広報を行う。

968千円

■広報関係

令和４年度も継続実施を予定している事業
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【R3 進捗状況】

・ 適正受診の広報は、本年11月下旬から12月上旬、インセンティブ制度の広報は、来年１月中にそれぞれ実
施予定。

・ 昨年度実施したWEB広告では、キャッチフレーズを疑問形にすることで、「続きが知りたくなり、思わず
クリックしてしまう」心理を狙ったデザインを採用した。

・ この効果もあり、クリック率（協会けんぽホームページへ誘導した件数）は0.12％であり、一般的な広告
のクリック率（0.05％～0.07％）と比較して高い閲覧率となった。

・ 本年度においても、クリック率を更に引き延ばすため、広告の掲載時間帯や広告掲載回数のほか、訴求力
のある広告内容とすべく、着実にPDCAサイクルを回していく。

・ なお、インセンティブ制度については、今後における成果指標の拡大等を見据え、広報内容の拡大・充実
を検討していく。

【R3 進捗状況】

・ 主に健康づくりに関する情報を中心として、月３～４回の投稿を行った。今後は、令和３年３月に投稿
し、現在まで過去最高閲覧数を獲得した漫画形式による広報素材について、本年度中に第二弾を投稿予定と
しており、併せてプロモツイート（Twitter広告）を活用のうえ、広告・情報の拡散を図る。

・ フォロワー数は、運用開始からツイート毎に増加しているものの、231人（本年８月末時点）と十分な数
値が得られていないことが課題として挙げられる。しかし、一般的なインプレッション数（閲覧数）はフォ
ロワー数の２～３倍と言われている中、当支部のインプレッション数は18,238回、約95倍にもなってお
り、潜在的な閲覧者が多いことが想定できるため、今後における効率的な情報拡散ツールとしての可能性を
秘めた点も踏まえ、取り組みを継続することが有効と考える。



【概要】

・ スマートフォンに合わせたサイズで表示。

・ 広告画像をクリックすることで、北海道支部ホーム

ページ（インセンティブ制度解説）へ移動。

・ Yahoo!JAPAN及びGoogleが運営する情報WEBサイ

ト及びその提携サイトにおいて表示。

◎検索サイト（※イメージ）

広告
スペース

上手な医療のかかり方（令和２年 1 1月実施分）

【参考】WEB広告のイメージ
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イ ン セ ン テ ィ ブ 制 度 （ 令 和 ２ 年 1 2 月 実 施 分 ）



【参考】Twitterに投稿した広報素材（テーマ：スイッチＯＴＣ）
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事業名及び事業概要 令和３年度予算額

３．事業主をメインターゲットとした広報（新聞広告等の活用）（平成21年３月～）
・ 事業主及び加入者の健康づくりに向けた取り組み（健診、特定保健指導等）を積極的に行うことに
より、保険料率の低減につながることを丁寧に説明するため、新聞広告を活用した広報を行う。
また、令和３年２月に実施した「新聞広告に関する効果測定（モニター調査）」の結果を踏まえ、よ
り読者のニーズを捉えた内容となるよう強化・改善を図るほか、継続実施による効果も検証する。

3,135千円

■広報関係

令和４年度も継続実施を予定している事業
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【R3 進捗状況】
・ 令和３年２月に実施したモニター調査の結果を踏まえ、広告内容・スペースの拡大について、期待できる
費用対効果等を十分精査のうえ、より効果的な実施方法を検討していく。

【モニター調査結果（抜粋）】

理解できた

21%

おおむね理解できた

67%

理解できなかった 12%

今回の広告の概要は理解できましたか

「 理 解 で き た 」 が ９ 割 近 く を 占 め て い る

上記結果により、今回掲載した新聞広告に対する理解度は高いため、有効な広報ツールになったと評価している。また、テレビ番組・CMが最も有効な広報媒体との結果がある

が、視聴率が高めの番組になると、１回あたり（週１回、30秒）の単価が30～100万円と非常に高い。北海道支部が訴求したい保険料率やインセンティブ制度の評価指標に

ついては、十分な尺の確保が必要であることから、比較的コスパに優れている新聞広告・WEB広告（SNSを含む）等を活用することが今後も主流となると考えられる。

ただし、今後の課題として、フリーコメント欄にも「重要な情報なのに見逃してしまった」等の意見が寄せられており、接触率の向上（読者の目に留まる広告にする）が必要不可

欠であるため、今後においては、広告内容をシンプルかつわかりやすいものに改善を図るほか、広告スペースの拡大やカラー紙面への変更等を検討する。

《事 業 総 括》

N=780

69.1

42.9
33.2

23.7

10.4 9.1 8.6

0

20

40

60

80

有効だと思う媒体はどれですか

テレビ番組・CM 新聞記事・広告 WEB広告（SNSを含む） 交通広告（駅・電車）

ラジオ番組・CM 該当なし 雑誌記事・広告

テレビ番組・CMが69.1％と最も高い。次いで、新聞広告・WEB広告（SNS）であった

N=780



【参考】モニター調査の対象とした新聞広告（北海道新聞７段広告）
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事業名及び事業概要 令和３年度予算額

４．お薬手帳普及啓発に関する個別通知の送付（令和２年11月～）
１年間に複数回以上、薬局で医薬品の処方を受けている加入者であって、かつ一度もお薬手帳を提

示しなかった加入者は約60,000人に及ぶ。このうちの約20,000人の被保険者に対し、お薬手帳のメ
リット（自己負担の軽減のほか、健康度の向上（重複投薬や残薬の防止）に繋がること）をお知らせ
することにより、医療費適正化及び健康度の向上を図る。

4,400千円

■医療費適正化関係
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令和４年度も継続実施を予定している事業

※通知の発送は令和２年度
であり、令和３年度は効果
測定に関する予算のみ計上
している

【R3 進捗状況】

・ 本年度は、令和２年度実施分（令和２年11月発送）の効果測定を行う年度として位置付けており、
本年９月末をもって完了させる予定としているが、８月末時点の結果（速報値）は以下のとおりであ
り、一定の効果が認められた。

・ したがって、本年９月中の完了を予定している効果測定結果を十分に踏まえる必要はあるものの、
先行実施した効果測定（速報値）の結果では、一定の費用対効果が見通せたことから、本事業の実施
に要する予算について、令和４年度予算に計上する方向で検討中。

・ 現行の実施方法においても、一定の効果が期待できるものの、更なる効果向上を目指すため、通知
デザインをブラッシュアップするほか、診療回数ごとに階層化したターゲティングにする等、事業の
強化を図る。

《効果測定結果（現在精査中であり、令和3年9月末に完了予定）》
・ 通知発送後の令和２年12月～令和３年２月のレセプトデータを分析したところ、「令和元年度に受
診した際にお薬手帳を一度も提出（持参）しなかった者のうち、通知送付後の受診の際にお薬手帳を提
出した者の割合」は37％（2,168人／5,860人）に達していた。



広告
スペース

【参考】お薬手帳普及啓発に関する個別通知
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広告
スペース
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【参考】お薬手帳普及啓発に関する個別通知



事業名及び事業概要 令和３年度予算額

５．適正受診等にかかる個別通知の送付（令和元年11月～）
・ 不急の「時間外、早朝、夜間、休日受診」が確認できた加入者に対し、時間外等に受診したことに
よる具体的な割増料金を記載した通知書を送付する。

10,074千円

６．糖尿病治療者に対する歯科受診勧奨（令和３年２月～）
・ 糖尿病治療中の者のうち、「食事を噛むこと」に自覚症状がある者であって、かつ歯科治療を受け
ていない者に対し、早期の歯科治療のメリット等を記載した通知書を送付する。

5,863千円

■医療費適正化関係
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令和４年度も継続実施を予定している事業

【R3 進捗状況】
・ 本年度においては、通知対象のターゲティング（真に時間外受診が必要か否か等の精査）の精度を深耕す
るとともに、時間外受診等の頻度が高い順にソートして対象者を選定する等、事業効果の最大化を図ってい
る。

・ 通知対象者は、現時点で約12,000件を予定しており、通知後の問い合わせを分散する観点から、令和３年
11月12日と令和３年11月19日の２回に分け送付する予定。

【R3 進捗状況】

・ 本年度は、令和２年度に取り組んだ本事業の効果測定を行っており、現時点での速報値ではあるが、通知

対象者である 5,000人のうち、通知前３か月間に歯科受診済みである者等を除いた4,129人について、通知

発送後となる令和３年３月～令和３年５月の受診状況を追跡調査したところ、本通知を契機に歯科初診を確

認できた者が212名（5.13％）いた。

・ 現時点ではアウトプット評価のみに留まっているが、今後、アウトカム評価（早期の歯科受診により、歯

科及び糖尿病医療費の削減のほか、健康度（重症化予防）にどの程度寄与できたか）も実施する予定。

※令和元年度実施時の予算
を計上



広告
スペース
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【参考】糖尿病治療者に対する歯科受診勧奨リーフレット



広告
スペース
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【参考】糖尿病治療者に対する歯科受診勧奨リーフレット



事業名及び事業概要 令和３年度予算額

７．被扶養者を対象とした集団健診の実施（平成27年10月～）
未受診者の多い地域において、北海道支部主催の集団健診を開催する。

42,657千円

■特定健診関係
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【R3 進捗状況】
・ 前年度は、新型コロナウイルス感染拡大により事業規模の縮小を余儀なくされたため、令和３年度におい
ては、引き続き万全の感染防止対策を行ったうえで日数・開催地区ともに規模の拡大を図るため、事前に対
応可能と想定される健診機関に対し、重点的に集団健診業務の受託を働きかける等、委託機関の増加を図っ
た結果、前年度までの１機関から２機関による運用が実現し、実施体制の強化が図られた。

・ また、本年度は、利用者の受診機会の最大化も図るため、８月～10月上旬、10月中旬～12月上旬、12月
中旬～３月の３クール制（開催地区66地区、開催日数161日）にて実施予定である。なお、昨年までと同様
に、全会場で特定保健指導を同時実施する。

・ 確保済の会場（札幌・旭川）について、加入者に対する開催案内後に、急遽、新型コロナウイルス感染症
のワクチン接種会場となったケースが発生し、代替会場の確保に苦慮した。したがって、今後は、一定数の
代替会場をあらかじめリストアップする等、リスクマネジメントの徹底を図る。

・ 平成27年度より開始している本事業は、被扶養者の特定健診受診者の約４割を占める極めて重要な事業に
発展した。次年度以降においても、更に訴求力のあるダイレクトメールを作成するほか、効果的な開催場所
等に関する検討を進めていく。

令和４年度も継続実施を予定している事業



広告
スペース
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【参考】集団健診案内リーフレット案（一部抜粋）



広告
スペース

【参考】集団健診案内リーフレット案（一部抜粋）
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事業名及び事業概要 令和３年度予算額

８．未治療者に対する受診勧奨（平成29年４月～）
健診結果（血圧値又は血糖値）から要治療と判定されながら、健診受診前１か月及び健診受診後３か

月以内に医療機関へ受診していない治療放置者に対し受診勧奨を行う。

36,520千円

■重症化予防関係

【R3 進捗状況】
・ 昨年度に引き続き、本部で毎月発送する文書勧奨（1,300件／月）の後、重症域にある加入者に加え、重
症域以外の加入者（経年該当者を除く）に対する電話勧奨を外部委託により実施している。

・ 本年度においては、対象者が勤務する事業所への案内文書送付後に、対象者本人への電話（勤務先または
自宅）による後追い勧奨を７月末時点で2,821件へ実施した。

・ 勧奨の手法として、生活習慣病予防健診受診後、可能な限り早期に受診勧奨を行うことが、未治療者の減
少に直結すると考えられるが、現行の方式では健診受診から勧奨までに半年を要することから、より一層迅
速な対応とするため、実施方法の見直しを検討する。
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現行の方式では、通院期間及び通院履歴の確認で、勧奨まで
に半年の期間が必要である。したがって、可能な限り早期に勧

奨することで、未治療者の減少につなげる。

＜ 対 象 者 選 定 ま で の 流 れ ＞

文書
1,300件/月

重症域
100件/月

重症域以外
1,200件/月

（ 内 訳 ）

一次勧奨（本部） 二次勧奨（支部）

重症域以外
1,200件/月

電話
1,300件/月

（ 内 訳 ）

＜ 勧 奨 方 法 ＞

令和４年度も継続実施を予定している事業

重症域
100件/月

※経年該当者を除く



■健康事業所宣言関係

23

事業名及び事業概要 令和３年度予算額

９．事業所カルテを活用した宣言勧奨（令和元年10月～）

宣言事業所に対する特典として提供している「事業所カルテ」及び令和２年度に新たに作成した「リ

スクスコアレポート」を活用した宣言勧奨を行う。

2,795千円

10．行政等との連名による宣言勧奨（令和元年９月～）

事業所カルテを活用した宣言勧奨を行えない事業所（協会けんぽで健診結果を把握している被保険者

が10人以下の事業所）についても、訴求力のある宣言勧奨を行うべく、行政等との連名（健康事業所宣
言は官民一体で取り組んでいることを訴求）による宣言勧奨を実施する。

3,547千円

【R3 進捗状況】

・ 事業所カルテの作成要件（協会けんぽで健診結果を把握している被保険者が11人以上）を満たす約6,000
事業所に対し、本年10月15日に文書勧奨（事業所カルテを同封）を実施するほか、文書勧奨から一定期間経
過後、電話による宣言勧奨（後追い勧奨）を実施する予定。

・ 次年度においては、本年度の実施結果を踏まえ、事業所カルテの改善のほか、更に訴求力のあるトークフ
ローの構築等に向けた検討を進めていく。

【R3 進捗状況】

・ 40歳以上の被保険者が一定数以上在籍する約15,000事業所に対し、北海道経済産業局・北海道・札幌
市・旭川市・岩見沢市・江別市・北海道商工会議所連合会・北海道商工会連合会・北海道中小企業団体中央
会との連名による勧奨文書を本年９月27日に発送予定しているほか、文書勧奨から一定期間経過後、電話に
よる宣言勧奨（後追い勧奨）を実施する予定。

・ 次年度においては、本年度の実施結果を踏まえ、更に訴求力のある勧奨文書やトークフローの構築に向け
た検討を進めていく。

令和４年度も継続実施を予定している事業



【参考】事業所カルテ （※一部抜粋）
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【参考】リスクスコアレポート （※一部抜粋）
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■健康事業所宣言関係
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※案内リーフレット作成費用のみ
計上（講師謝金やオンラインセ
ミナーの環境整備に要する費用
は共催先が予算措置）

事業名及び事業概要 令和３年度予算額

11．健康づくりに関する取組事例集の作成（平成30年12月～）
宣言事業所の健康づくりに関する取組事例（好事例）を収集し、宣言事業所の特典として配付する。

1,798千円

12．健康経営セミナーの開催（令和元年10月～）
健康経営の普及促進、宣言事業所のフォローアップを目的として健康経営セミナーを開催する。

602千円

【R3 進捗状況】

・ 令和２年８月に実施した「取組事例集の評価や活用方法等に関するアンケート調査結果」を踏まえ、令和
４年度中に第５版を作成する。

・ 次年度以降は、これまでの５冊を集約し、スリム化する等、今後の作成・配付方法の検討を行う。

※上記アンケート調査結果を活用した直近の実績として、令和３年３月に完成させた第４版（31社の取組事例
を掲載）には、特にオーダーが多かった感染症対策の項目を新たに追加

【R3 進捗状況】

・ 令和３年６月に明治安田生命保険相互会社と共催で健康経営オンラインセミナーを開催した。なお、参加
した65社に対するアンケート調査によると、「有意義な機会であった」との回答が85％を占め、好評をいた
だいた。

・ 下期においては、11月～12月頃の開催を予定しているが、開催方法（WEB、集合）については、直近の
新型コロナウイルス感染拡大状況を踏まえ決定する。なお、本セミナーについては、健康経営の普及促進に
向けた連携協定を締結している企業との共催を予定している。

令和４年度も継続実施を予定している事業
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【参考】取組事例集（第４版） セミナーリーフレット（明治安田）



事業名及び事業概要 令和３年度予算額

13．リスクスコアを活用した喫煙者に対する個別通知の送付（令和元年12月～）
喫煙者に対し「タバコの有害性や具体的な禁煙方法」に関する通知を行い、能動的な禁煙を啓発する。

12,219千円

14．医師による簡易禁煙指導（平成30年８月～）
生活習慣病予防健診の診察・問診の機会を活用し、医師による簡易禁煙指導を実施する。

13,125千円

15．社員のための禁煙推進セミナーの開催（令和２年12月～）
分煙・禁煙対策の現状とタバコの有害性について知見を有する有識者を講師にお招きし、「社員のた

めの禁煙推進」をテーマとしたセミナーを開催する。

602千円

■データヘルス関係（喫煙率の減少）
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※案内リーフレット作成費用のみ
計上（講師謝金やオンラインセ
ミナーの環境整備に要する費用
は共催先が予算措置）

【R3 進捗状況】
・ 昨年度と同様に「タバコの有害性や具体的な禁煙方法」のほか、「自分ごと化」に繋げるため、リスクス
コア（疾病発症確率）を活用し、禁煙した場合の脳卒中及び心筋梗塞の発症率がどの程度低下するかに関す
るオーダーメイド型通知を送付する。

・ なお、本年度は、男女別に通知デザインを分けることによって、訴求力を向上させるほか、その通知効果
を最大限発揮させるため、対象者の男女比を可能な限り５:５とする。

【R3 進捗状況】
・ 本年度も25,000人への指導完了を目標とし、生活習慣病予防健診を実施する211機関のうち、41機関と
委託契約を締結した。なお、本年７月末現在で9,921人に対する指導を実施済み。
※実績 9,921人／７月末目標 8,332人（達成率119.0％）

・ 指導を受けた対象者から回収しているアンケート結果（医師からの指導が参考になったか等）によると、
対象者の満足度について、健診機関ごとに若干の差が生じていたことから、その結果をフィードバック（委
託機関全体における満足度の平均値との差を認識させる）することによって、取組の質の向上を図った。

・ 下期においては、引き続き各機関の進捗管理を徹底するほか、より効果的な業務運用に向けた課題解消に
かかる支援（好事例の横展開等）を実施していく。また、今後の進捗状況を踏まえ、実施機関の追加募集も
検討する。

【R3 進捗状況】
・ 本年12月頃の開催を予定しているが、開催方法（WEB、集合）については、直近の新型コロナウイルスの
感染拡大状況を踏まえ、決定する。

・ なお、本セミナーについては、北海道民の健康づくりに向けた連携協定を締結している企業との共催を予
定している。

令和４年度も継続実施を予定している事業



広告
スペース

【参考】禁煙勧奨通知案
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男性



広告
スペース

【参考】禁煙勧奨通知案
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女性



３．令和４年度新規実施事業案
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令和４年度新規実施事業案

■ パイロット事業及び支部調査研究事業については、「保険者機能強化アクションプラン（第５期）」において、支部事業の独自性を
高めるため、令和元年度に新設した支部保険者機能強化予算との関係性を含め、パイロット事業及び支部調査研究事業の位置付
けや仕組みを整理し、新たな枠組み（本部にて推奨テーマを設定し募集をかけることや、全国展開前に複数支部で事業を行い、実
施方法等を定めるなど）により実施するとされた。
■ したがって、パイロット事業及び支部調査研究事業の令和３年度の新規募集（令和４年度事業）は休止となるが、保険者機能
強化予算を活用した支部独自事業として、現時点において、次のとおり新たな取り組みを検討している。

事業名及び事業概要

花粉症等治療者に対するＯＴＣ医薬品利用促進通知書の送付【新規】

・ 一定の条件（直近1年間で、花粉症治療薬の処方を受けており、かつ処方された薬剤は1剤のみ等）を満たす加入者（10,000
人を上限）に対し、ＯＴＣ医薬品のメリット等に関する通知書を送付することによって、行動変容（ＯＴＣ医薬品への変更）
を促す。

・ なお、花粉症等治療に要する医療費については、一般的な事例として流行期に２回受診した場合、10,910円※にも及ぶほか、
本通知対象者がすぐに行動変容をした（ＯＴＣ医薬品に変更）場合の短期的なアウトカムが期待できる。

※【例】初診料288点または再診料73点＋処方箋68点＋アレグラ60mg52.5円／錠×１日２回×14日分で計算した総医療費）×２回受診

新規適用事業所に対する保健事業のご案内（支部保健事業の内容を一本化したリーフレットの作成及
び電話による受診等勧奨）【新規】

・ 生活習慣病予防健診の受診（定期健康診査からがん検診付きの生活習慣病予防健診への切替勧奨を含む）、特定保健指導の
受入れ、健康保険委員の登録、健康事業所宣言等、事業主に取組をお願いした保健事業は多岐に渡っているが、これまでは取
組単位でご案内を行っていたため、訴求力や効率性等に課題があった。

・ 本事業は、支部保健事業の内容を一本化したリーフレットを新たに作成（配付）するほか、リーフレットの送付から一定期
間経過後に、電話による説明（勧奨）を実施するもの。

・ なお、リーフレットの作成にあたっては、「支部保健事業は、事業主及び加入者の健康度の向上に必要不可欠なツールであ
る」ことを最大限訴求するほか、各取組の関連性を解説する等、「受け手（事業主）が支部保健事業の全体をスムーズに理解
できる」ことに力点を置く。
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４．各支部が実施中（又は実施予定）の事業
（令和３年３月17日開催「第110回運営委員会」提出資料より抜粋）
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令和３年度 支部保険者機能強化予算について

１．令和３年度支部保険者機能強化予算の概要

令和３年度の支部医療費適正化等予算は約7.9億円、支部保健事業予算は約39.0億円となる見込み。

当該予算の全体像及び主な取組内容等については、下表のとおり。

分野 区分 主な取組内容

企画部門関係
○ジェネリック医薬品の使用促進（79件）
○適正受診対策（45件）
○医療費分析（8件）

132 件 44 支部 2.4 億円

業務部門関係

○医療機関事務担当者説明会等の開催（6件）
○債権回収強化の取組（2件）
○外国人対応（2件）
○保険証返納勧奨文書の事業所等への配布（1件）
○第三者行為の届出の勧奨（1件）
○負傷原因届の医療機関窓口設置（1件）
○各種勧奨業務委託（4件）
○広報(チラシ・リーフレット)作成送付（6件）
○データ分析による加入者への周知（1件）

24 件 20 支部 0.1 億円

紙媒体による広報 ○納入告知書に同封するチラシ、各種パンフレットやポスターなど（47件） 47 支部 2.4 億円

その他の広報
○医療費適正化等全般の包括的な広報（86件）
○ジェネリック医薬品の使用促進に係る広報（30件）
○インセンティブ制度に係る広報（22件）

165 件 47 支部 3.0 億円

7.9 億円

－

支部医療費適正化等予算　　合計

広報・意見発信
経費

医療費適正化対策
経費

【支部医療費適正化等予算】

取組件数 支部数 所要見込額
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分野 区分 主な取組内容

事業者健診の
結果データの取得
（外部委託分）

○外部委託による事業所へのデータ取得勧奨及びデータ入力（38件）
○事業者健診結果（紙媒体）のデータ入力委託（4件）

66 件 47 支部 5.7 億円

集団健診
○オプション付き（骨密度測定等）集団健診の実施（23件）
〇協会主催の集団健診の実施（18件）
○大型商業施設等における集団健診（5件）

77 件 47 支部 6.8 億円

健診推進経費
（健診機関、業界団体、商工会議所等を対象として、健診の実施率向上や
事業所健診データの早期提供等を図る取組に対して目標を達成した場合に
支払う報奨金）

90 件 42 支部 3.2 億円

健診受診
勧奨等経費

〇健診パンフレット・チラシの作成（58件）
〇被扶養者の受診勧奨（55件）
○新規適用事業所等を対象とした健診案内（26件）

219 件 47 支部 5.5 億円

0.7 億円

保健指導推進経費
（一定規模以上（健診受診者数1,000人以上）の特定保健指導実施機関を対象と
して、特定保健指導実施機関における特定保健指導実績の向上に向けた
取組の動機づけとなるよう、特定保健指導実績に応じて支払う報奨金）

101 件 44 支部 0.7 億円

保健指導
利用勧奨経費

○電話や文書等での特定保健指導の利用勧奨（42件）
〇チラシ等の広報物作成（9件）
〇健診実施時における健康相談（3件）

69 件 38 支部 2.1 億円

2.0 億円

その他

その他

保健指導経費

健診経費

【支部保健事業予算関係】

取組件数 支部数 所要見込額
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（注）計数は四捨五入のため、一部、一致しないことがある。

分野 区分 主な取組内容

未治療者
受診勧奨

〇本部勧奨後、委託業者による電話や文書での勧奨（24件）
〇本部勧奨後、支部単独による電話や文書での勧奨（17件）
○本部勧奨後、支部と委託業者等両者による電話や文書での勧奨（7件）

50 件 46 支部 3.5 億円

重症化予防対策
〇地域医師会や薬剤師会との連携による重症化プログラムの実施（16件）
〇医療機関と連携した支部保健師による生活改善サポート（5件）

69 件 45 支部 2.3 億円

コラボヘルス事業
〇普及・促進のための事例集やパンフレット、チラシ作成（44件）
〇研修会、セミナーの開催（40件）
〇外部委託による宣言勧奨（11件）

151 件 47 支部 3.6 億円

情報提供ツール ○事業所健康度診断（事業所カルテ）等の作成・提供、ツールの改修 19 件 19 支部 0.5 億円

その他の保健事業

○イベント・ブース出展（22件）
○広報関係（13件）
○健康意識啓発（13件）
○歯周病・う蝕対策・歯科健診（12件）
○喫煙対策（11件）
〇健康講座・健康教室（9件）
〇メタボ対策（6件）

117 件 44 支部 2.5 億円

0.04 億円

39.0 億円

46.9 億円

支部保健事業予算　　合計

支部保険者機能強化予算　　合計

その他

コラボヘルス事業
経費

その他の経費

取組件数 支部数 所要見込額

重症化予防事業
経費
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件名 リスクスコアを活用した喫煙者に対する禁煙勧奨通知の送付

概要

全国でも高位に位置する北海道支部被保険者の喫煙率を減少させるため、喫煙者に対して、健診結果を基にした

リスクスコアを活用したオーダーメイド型通知書（例：禁煙することにより、脳梗塞の発症確率が○％低下する）を

送付する。

件名 多剤・重複服薬に関する通知の送付による医療費適正化対策

概要

複数の医療機関より6種類以上の内服薬が処方された患者を対象に、薬局や医療機関への相談を促す通知と

お薬手帳ホルダーを送付することで、多剤投与や重複投与の防止を図るとともに、かかりつけ医・かかりつけ薬局を

持つことや、ジェネリック医薬品の使用検討等についても啓発する。

件名 堺市における健康経営の推進

概要
健康経営の推進に積極的な堺市をモデル地域とし、経済団体・行政と連携して管内の事業所に対してセミナーや

広報などを実施することで、健康経営の推進を図る。その後、他市町村への横展開も実施する予定。

件名 地域情報誌への広告掲載

概要

県内4市（和歌山市・岩出市・海南市・紀の川市）エリア内にある約80％の幼稚園・保育園の園児に直接配布

される地域情報誌の広告スペースを利用し、園児の親世代に対して、医療費適正化につながるような情報（ジェネ

リック医薬品・限度額適用認定証等）を発信し、行動変容を促す。

件名 被保険者集合型健診会場案内

概要

被保険者数が９名以下で、前年の生活習慣病予防健診受診率が０～３０％と低調な事業所に対して、

検診車保有の健診機関が実施する「被保険者集合型健診」の会場一覧（スケジュール）を、効果的なデザイン

等を用いて圧着DM若しくは大判はがきで案内する。

件名 事業主を経由したジェネリック医薬品軽減額通知の促進

概要

ジェネリック医薬品軽減額通知対象者が10名以上かつ切替人数0名の事業所（約2,000事業所）を対象に、

個別に作成した事業所ごとの切替率等を示したレポートを送付する（切替率を比較するため、半数の1,000事業

所にレポートを送付）。被保険者に対して発信力のある事業主を経由することで、ジェネリック医薬品への切替促進

を図る。

北海道

宮城

大阪

鹿児島

和歌山

愛媛


